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１ 自殺対策計画行動マニュアル策定に当たって 

 

（１） 行動マニュアル策定の背景 

自殺は、その多くが追い込まれた末の死です。自殺の背景には、精神保健

上の問題だけでなく、過労、生活困窮、育児や介護疲れ、いじめや孤立などの

様々な社会的要因があることが知られています。自殺に至る心理としては、

様々な悩みが原因で解決策として自殺以外の選択肢が考えられない状態に陥

ったり、社会とのつながりの減少や生きていても役に立たないという役割喪

失感から、また与えられた役割の大きさに対する過剰な負担感から、危機的

な状態にまで至る過程とみることができます。つまり自殺に追い込まれると

いう危機は「だれにでも起こり得る危機」です。 

我が国の年間自殺者数は、平成１０年以降３万人を超え、その後も高い水

準で推移していました。このような状況を受け、平成１８年１０月に自殺対

策基本法が施行され、それまで「個人の問題」と認識されがちだった自殺は、

広く「社会の問題」と認識されるようになり、国を挙げて自殺対策を総合的

に推進した結果、自殺者数の年次推移は減少傾向に転じるなど、着実に成果

を上げてきました。 

しかし、自殺死亡率は主要先進７か国（カナダ・フランス・ドイツ・イタ

リア・英国・米国・日本）の中で最も高くなっており、年間自殺者数は、依然

として２万人を超えています。 

こうした中、平成２８年４月には自殺対策基本法が改正され、全ての都道

府県及び市町村に「地域自殺対策計画」の策定が義務付けられました。 

本市では令和２年度に「武蔵村山市自殺対策計画（以下「自殺対策計画と

いう。」）」を策定しましたが、各関係部署との連携・協力の強化を図り、総

合的・効果的な自殺対策をより具体的に進めていくことを目的に、武蔵村山

市自殺対策計画行動マニュアル（以下「行動マニュアル」という）を策定しま

す。 

 

（２） 行動マニュアルの基本理念 

自殺対策計画と同様に『だれも自殺に追い込まれることのない社会の実現』

を基本理念とし、本市のこれからの自殺対策を推進します。 
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（３） 行動マニュアルの位置付け 

行動マニュアルは、自殺対策基本法第１３条第２項に基づく「市町村自殺

対策計画」を補完するものであり、国の定める「自殺総合対策大綱」、平成３

０年６月に策定された「東京都自殺総合対策計画」及び本市の実情を勘案し

て策定するものです。 

また、市の上位計画である「武蔵村山市第五次長期総合計画」のもと、地

域福祉を総合的に推進する「武蔵村山市第五次地域福祉計画」に位置付けた

「武蔵村山市自殺対策計画」は、保健、医療、福祉、教育、労働その他の関連

施策との有機的な連携を図り、「生きることの包括的な支援」として、総合的

な自殺対策を推進することとしています。この自殺対策計画に定められてい

る取組内容をより具体的にするため、各課で実施している既存施策、新たに

実施する施策等について定めた「行動マニュアル」を策定し、対策を進めま

す。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

 

（４） 行動マニュアルの期間 

行動マニュアルの期間は、自殺対策計画と同様に令和３年度から令和８年

度までの６年間とします。 

 

 

武蔵村山市第五次長期総合計画 

武蔵村山市自殺対策計画 

自
殺
対
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基
本
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自
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総
合
対
策
大
綱 

東京都自殺総合対策計画 

武蔵村山市第五次地域福祉計画 
市
の
関
連
計
画 

国 

武蔵村山市自殺対策計画

行動マニュアル 
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（５） 行動マニュアルの数値目標 

自殺対策基本法で示されているように、自殺対策を通じて最終的に目指す

のは、『だれも自殺に追い込まれることのない社会の実現』です。国は、平成

２９年７月に閣議決定した自殺総合対策大綱において、令和８年までに、自

殺死亡率を平成２７年と比べて３０％以上削減させることを、政府の進める

自殺対策の目標として定めています。 

こうした国の方針を踏まえつつ、本市では当面の数値目標として平成２７

年の年間自殺死亡率*について、令和８年までにおおむね３０％以上の削減を

目指します。 

 

●本市における平成２７年と比較した場合の自殺者数の減少割合 

 平成２７年 令和元年 令和８年 

減少割合 基準 ２７．８％ ３０％以上 

自殺者数 １８人 １３人（△５人） １２人以下（△６人） 

 

*自殺死亡率とは 

人口１０万人当たりの自殺死亡者数です。 

自殺死亡率＝（自殺者数÷人口×１００，０００人） 
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２ 本市の自殺の現状と課題 

 

（１） 統計データから見る本市の現状 

 

① 自殺者数・自殺死亡率の年次推移 

全国における自殺者数は、この１０年間にわたり減少しています。本

市の自殺者数は、増減しながらもおおむね減少傾向にあります。 

 
出典：厚生労働省 地域における自殺の基礎資料 

 

本市の人口１０万人当たりの自殺死亡率は、全国と比較して平成２７

年から高く推移しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省 地域における自殺の基礎資料 
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本市の自殺死亡率は、東京都や多摩立川保健所管内６市で比べると、

やや高く推移しています。 

 
 出典：厚生労働省 地域における自殺の基礎資料 

  

② 性・年代別の自殺者数 

男性は４０歳代の自殺者数が最も多く、次いで５０歳代の自殺者数が

多くなっています。女性は４０歳代の自殺者数が最も多く、次いで３０歳

代、７０歳代の自殺者数が多くなっています。 

 
 出典：厚生労働省 地域における自殺の基礎資料 
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【武蔵村山市】同居人の有無と自殺者数

（平成２６年～令和元年合計）

あり なし 不詳

(人)

③ 自殺の原因・動機の割合 

自殺者の原因・動機を見ると、総数の４０％弱の方が「健康問題」とな

っています。男性では①「健康問題」、②「経済・生活問題」、③「家庭

問題」の順に高く、女性では、①「健康問題」、②「家庭問題」、③「経

済・生活問題」の順に高くなっています。 

 

出典：厚生労働省 地域における自殺の基礎資料 

 

④ 同居人の有無と自殺者数 

同居人の有無と自殺者数をみると、「あり」が６１人、「なし」が２０

人、「不詳」が１人となっています。男女別でみると、「あり」は男性３

５人、女性２６人、「なし」は男性１６人、女性４人となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：厚生労働省 地域における自殺の基礎資料 
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⑤ 職業別の自殺者数 

職業別の自殺者数をみると、「被雇用者・勤め人」「その他の無職者」

が２３人と最も多く、次に「主婦」で１０人となっています。 

 

出典：厚生労働省 地域における自殺の基礎資料 

 

⑥ 男女別自殺未遂歴の割合 

自殺者のうち男性は１０．６％に、女性は２８．６％に自殺未遂歴があ

ります。 

 

出典：厚生労働省 地域における自殺の基礎資料 
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⑦ 本市の自殺の特徴 

当市（住居地）の平成２６年から平成３０年の自殺者数は合計７０人

（男性４６人、女性２４人）でした（厚生労働省「地域における自殺の基

礎資料」（自殺日・住居地）より集計）。 

下記の表は自殺総合対策推進センターの分析による、平成２６年から

平成３０年の５年間における本市の自殺者の特徴です。区分の１位は、６

０歳以上の無職の男性となっており、背景にある主な自殺の危機経路*と

して代表的なものは、失業（退職）による生活苦、介護の悩みや疲れ、身

体疾患が重なり自殺に至るケースです。また、男女ともに４０～５９歳の

割合も高くなっています。 

 

地域の主な自殺の特徴（特別集計（自殺日・住居地、平成２６年～３０年合計）） 

上位５区分 
自殺者数 
5 年計 

割合 
自殺死亡率** 
(10 万対) 

背景にある主な自殺の危機経路 

1 位:男性 60 歳以上無職同居 10 人 14.5% 41.8 
失業（退職）→生活苦＋介護の
悩み（疲れ）＋身体疾患→自殺 

2 位:男性 40～59 歳無職独居 8 人 11.6% 664.7 
失業→生活苦→借金→うつ状態
→自殺 

3 位:女性 40～59 歳無職同居 6 人 8.7% 23.7 
近隣関係の悩み＋家族間の不和
→うつ病→自殺 

4 位:男性 40～59 歳有職同居 6 人 8.7% 15.3 
配置転換→過労→職場の人間関
係の悩み＋仕事の失敗→うつ状
態→自殺 

5 位:男性 60 歳以上有職同居 5 人 7.2% 28.0 

①【労働者】身体疾患＋介護疲
れ→アルコール依存→うつ状態
→自殺／②【自営業者】事業不
振→借金＋介護疲れ→うつ状態
→自殺 

順位は自殺者数の多さに基づき、自殺者数が同数の場合は自殺死亡率の高い順とした。 
*「背景にある主な自殺の危機経路」は自殺実態白書 2013（ライフリンク）に基づき、あくまで
も、該当する性・年代等の特性に応じ、全国的に見て代表的と考えられる「自殺の危機経路」を
示すものであり、提示された経路が唯一のものではない。 
**自殺死亡率は、人口１０万人当たりの自殺者数を表す（自殺者数÷人口×100,000 人）。人口
は、平成２７年国勢調査をもとに自殺総合対策推進センターにて推計したもの。 

出典：地域自殺実態プロファイル（２０１９） 

 

 

 

 

 

 



9 

 

（２） 市民意識調査結果から見る本市の現状 

市民のこころの健康やストレスとその解決方法、自殺への意識について等

を実態調査するため、令和元年度に無作為抽出した１８歳以上の市民３，０

００人にアンケート調査を実施しました。１，０１８人から回答があり、回

収率は３３．９％でした。 

 

① 自殺、又はそれに近いことを考えたことの有無 

自殺、又はそれに近いことを考えたことの有無について聞いたところ、

「考えたことはない」が７４．９％を占めていました。一方、「考えたこ

とがある」は２３．６％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

② 自殺、又はそれに近いことを考えた要因 

自殺、又はそれに近いことを考えた要因について聞いたところ、「家族

問題」（３４．２％）が最も高くなっております。以下、「勤務問題」（２

３．３％）、「健康問題」（２０．８％）、「経済・生活問題」（１８．

８％）となっています。 
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勤務問題（転勤、仕事の不振、職場の人間関係、長時間労

働等）

健康問題（自分の病気の悩み、身体の悩み等）

経済・生活問題（倒産、事業不振、負債、失業、生活困窮

等）

学校問題（いじめ、学業不振、教師との人間関係等）

男女問題（失恋・結婚をめぐる悩み等）

その他

無回答

N=(240)
(%)

23.6 74.9 1.6

考えたことがある

N=(1,018) (%)

考えたことはない 無回答
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③ 自殺を扱った報道への関心 

自殺を扱った報道への関心について聞いたところ、「少しある」（４９.

４％）が最も高く、「かなりある」（１２.１％）と合わせた『関心が高

い』は６１.５％を占めていました。一方、「あまりない」（２８.０％）

と「まったくない」（８.１％）を合わせた『関心が低い』は３６.１％と

なっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.1 49.4 28 8.1 2.5

N＝(1,018)

（%）

かなりある

『関心が高い』 『関心が低い』 

少しある あまりない まったくない 

無回答 
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３ 自殺対策における取組 

 

（１） 自殺対策の基本方針 

国の自殺総合対策大綱には、自殺総合対策の基本方針が示されています。

本市でも、その考え方に沿って、以下５点を自殺対策の基本方針として位置

付け、取組を推進していきます。 

 

① 生きるための包括的な支援として推進 

自殺のリスクが高まるのは、個人においても社会においても「生きる

ことの促進要因（自殺に対する保護要因）」より、「生きることの阻害要

因（自殺リスク要因）」が上回ったときとされています。 

そのため、自殺対策は「生きることの阻害要因」を減らす取組に加え

て、「生きることの促進要因」を増やす取組を行い、双方の取組を通じて

自殺リスクを低下させる方向で、生きることの包括的な支援として推進

する必要があります。 

そのため、地域において「生きる支援」に関するあらゆる取組を総動員

して、「生きるための包括的な支援」として推進します。 

 

生きることの促進要因と阻害要因 

促 進 要 因 阻 害 要 因 

・将来の夢 

・家族や友人との信頼関係 

・やりがいのある仕事や趣味 

・経済的な安定 

・ライフスキル（問題対処能力） 

・信仰 

・社会や地域に対する信頼感 

・楽しかった過去の思い出 

・自己肯定感など 

・将来への不安や絶望 

・失業や不安定雇用 

・過重労働 

・借金や貧困 

・家族や周囲からの虐待、いじめ 

・病気、介護疲れ 

・社会や地域に対する不信感 

・孤独 

・役割喪失感 など 
 

②関連施策との有機的な連携の強化 

自殺に追い込まれようとしている人が、安心して生きるためには、精

神保健的な視点だけでなく、社会・経済的な視点を含む包括的な取組が重

要です。また、このような包括的な取組を実施するためには、様々な分野

の施策や、人々の組織が密接に連携する必要があります。 

自殺の要因となり得る生活困窮、児童虐待、ひきこもり、病気や介護疲
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れ等、関連分野においても同様に、様々な関係者や組織等が連携して取組

を展開しています。連携の効果を更に高めるため、そうした様々な分野の

生きる支援に当たる関係者が、それぞれ自殺対策の一翼を担っていると

いう意識を共有することが重要です。 

特に、地域共生社会の実現に向けた取組や生活困窮者自立支援制度な

ど、自殺対策事業と関連の深い福祉等に関する各種施策と一体的に取り

組み、効果的かつ効率的に施策を展開していくことが必要です。 

 

③ 対応の段階に応じたレベルごとの対策の効果的な連動 

自殺対策には時系列的な対応の段階として、３つの段階があり、自殺

の危険性が低い段階における啓発等の「事前対応」と、現に起こりつつあ

る自殺発生の危険に介入する「危機対応」、自殺や自殺未遂が生じてしま

った場合等における「事後対応」の、それぞれの段階において効果的な施

策を講じる必要があります。 

更に、これらの段階に応じて、自殺対策の３つのレベル（①対人支援、

②地域連携、③社会制度）の有機的連携（密接な関係）による総合的な自

殺対策の推進を目指します。 

 

④ 実践と啓発を両輪とした推進 

自殺に追い込まれるという危機は「だれにでも起こり得る危機」です

が、危機に陥った人の心情や背景等は十分に理解されていないのが実情

です。そうした心情や背景への理解を深めることも含めて、危機に陥った

場合には、だれかに援助を求めることが適当であるということが、地域全

体の共通認識となるように、積極的に普及啓発を行うことが重要です。 

全ての市民が、身近にいるかもしれない自殺を考えている人のサイン

にいち早く気付き、精神科医等の専門機関につなぎ、その指導を受けなが

ら見守っていけるよう、広報活動、教育活動等の取組が必要です。 

 

⑤ 関係者の役割を明確化し、その連携・協働を推進 

自殺対策を通じて「だれも自殺に追い込まれることのない社会」を実

現するためには、本市だけでなく、国、東京都、関係団体、民間団体、企

業、市民等が連携・協働し、自殺対策を総合的に推進することが必要です。

そのため、それぞれの主体が果たすべき役割を明確化・共有化した上で、

相互の連携・協働の仕組みを構築することが重要です。 
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（２） 施策の体系 

本市の自殺対策は、国が定める「地域自殺対策政策パッケージ」において

全ての市町村が共通して取り組むべきとされている「５つの基本施策」と、

本市の自殺の実態分析から優先的な課題として取り組む「３つの重点施策」、

さらに、既存の事業を最大限活用するという観点でまとめた「生きる支援関

連施策」という大きく３つの施策群で構成します。 

 

【施策の体系図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

基本理念 

「だれも自殺に追い込まれることのない社会の実現」 

基本方針（１）生きるための包括的な支援として推進 

（２）関連施策との有機的な連携の強化 

（３）対応の段階に応じたレベルごとの対策の効果的な連動 

（４）実践と啓発を両輪とした推進 

（５）関係者の役割を明確化し、その連携・協働を推進 

施策 

重点施策 

「生きる支援関連施策」 

生きる支援に関連する武蔵村山市の既存事業を総動員できるようにまとめたもの 

①高齢者を対象とした自殺対策の推進 

②生活困窮者を対象とした自殺対策の推進 

③無職者・失業者を対象とした自殺対策の推進 

 

重
点
施
策 

（１）地域におけるネットワークの強化 

（２）自殺対策を支える人材の育成 

（３）住民への啓発と周知 

（４）生きることの促進要因への支援 

（５）児童・生徒の SOS の出し方に関する教育の推進 

 

基
本
施
策 
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（３） 行動マニュアルの基本施策 

本市において自殺対策を推進していく上で欠かすことのできない基盤的な

取組です。これらの施策を連動させて総合的に推進し、自殺対策の基盤を強

化していきます。 

 

基本施策１ 地域におけるネットワークの強化 

  

「だれも自殺に追い込まれることのない社会」を実現するためには、行

政、関係団体、民間団体、企業、市民等が連携・協働して、自殺対策を総

合的に推進することが必要です。そのため、それぞれが果たすべき役割を

明確化、共有化した上で、相互の連携・協働の仕組みの構築を目指します。 

 

ア 自殺対策推進協議会（仮称）の開催 

自殺対策推進協議会（仮称）を開催し、庁内外の関係機関と自殺対策

に関する共通認識を持ち、連携・協力を行うためのネットワークを構築

します。 

 

基本施策２ 自殺対策を支える人材の育成 

 

自殺対策には、それを担い支える人材がいて初めて機能します。そのた

め、自殺対策を支える人材の育成は、対策を推進する上で、基礎となる重

要な取組です。 

 

ア ゲートキーパーの養成講座 

関係職種向けゲートキーパー養成講座の開催により、今後も自殺対策

を支える人材の育成を行います。 

 

イ こころの健康教育 

直接自殺をテーマにしたものに限らず、専門医等によるメンタルヘル

スに関する講座を実施します。市民一人一人に精神面の不調についての

気づきのポイントを理解してもらい、こころの健康づくりや病気の早期

発見・治療に結び付くような講座を実施します。 

 

ウ 出前講座 

保健師等が心身の健康に関連した講座を行うため、出前講座を実施し

ます。 
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基本施策３ 住民への啓発と周知 

 

自殺に追い込まれるという危機は「だれにでも起こり得る危機」として、

社会全体の共通認識となるよう、積極的な普及・啓発活動を行います。ま

た、自殺に対する誤った認識や偏見を払拭し、命や暮らしの危機に陥った

場合にはだれかに援助を求めることが適当であるいうことの理解を促進す

ることを通じて、自分の周りにいるかもしれない自殺を考えている人の存

在に気づき、思いに寄り添い、声をかけ、話を聞き、必要に応じて専門家

につなぎ、見守っていく機運を地域全体で醸成します。 

 

ア リーフレット等の啓発グッズの作成と配布 

① 相談窓口等をまとめたリーフレットや啓発グッズの作成 

各種相談機関や相談窓口をまとめたリーフレットを作成します。ま

た、悩みを抱えた人が手に取りやすいように、リーフレットやパンフ

レットだけでなくカードやポケットティッシュなどの工夫をこらし

た情報グッズも作成します。 

 

② 情報グッズの配布 

市で作成したカードや情報グッズだけでなく、東京都や関連団体が

作成したチラシやパンフレットを積極的に配布します。市税や保険料

等の支払い、子育てに関する制度の利用等、各種手続きや相談のため

の窓口に訪れた市民に対し、情報グッズを配布することで支援機関等

の情報周知を図ります。 

 

イ 自殺防止キャンペーンにおける啓発 

国の自殺予防週間（９月１０日～１６日）と国と東京都の自殺対策強

化月間（９月と３月）にあわせて、パネル展示や情報グッズの配布等の

キャンペーンを行います。 

① 市報・ホームページをはじめとしたメディア媒体を活用した周知 

市報「むさしむらやま」での周知をはじめ、ホームページやツイッ

ターなどの SNS を通じた情報発信など各種メディア媒体を活用した

啓発活動を行います。 

 

② 図書館と連携した情報発信 

自殺対策強化月間中は、多くの方が訪れる場所でパネル展示などを

開催します。図書館には関連した書籍を集めたテーマ本のコーナー開
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設を行います。 

 

ウ 市報・ホームページによる周知 

こころの悩みについて気軽に相談してよいこと、自分で相談支援先の

選択及び利用が可能となるよう、充実した情報提供を図ります。 

 

基本施策４ 生きることの促進要因への支援 

 

自殺対策は、個人においても社会においても、「生きることの阻害要因」

を減らす取組に加えて、「生きることの促進要因」を増やす取組を行う必

要があります。だれもが安心して地域生活を送れるよう、居場所づくり、

自殺未遂者への支援、遺された人への支援等に関する対策を推進します。 

 

ア 居場所づくり活動 

お互いさまサロン、地域活動支援センター事業、子どもカフェ、障害

者デイサービス事業、児童館事業、放課後子供教室などの事業を実施し、

孤立を防ぐための居場所づくりを支援します。 

 

イ 相談事業 

市民相談、消費生活相談、子ども家庭支援センターや親子ひろばでの

相談、障害者等に対する総合・専門相談、こころの保健室など市で実施

している各種相談事業において、課題や悩みがあり自殺のリスクを抱え

る人への相談支援を行います。 

 

ウ 自殺未遂者への支援 

自殺未遂者は自殺対策においては重要なハイリスク群であり、自殺未

遂者の再企図防止は自殺者を減少させるための優先課題の一つです。事

例に直接関わる機関同士が情報共有し継続的な支援を行うために、庁内

及び関係機関との連携体制が強化されることを目指します。 

  

エ 遺された人への支援 

各相談先の情報や相談会の開催等の関連情報を、ホームページや市報

に掲載することで、遺族への情報周知を進めます。また、死亡届提出時

や警察署等、様々な場面において遺族等が必要な情報や相談先を知るこ

とができるよう、関連リーフレットの配布方法を工夫します。 
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基本施策５ 児童・生徒の SOS の出し方に関する教育の推進 

 

ア 年１回長期休暇前における SOS の出し方に関する教育の実施 

児童・生徒が社会において、今後様々な困難や問題に直面した際に、

その対処方法を身に付けることができるよう、全公立小中学校で SOS の

出し方に関する教育を継続して実施していきます。 

 

イ 学校における相談体制の充実 

いじめ等の様々な悩みや問題を抱えた児童・生徒の健全な発育を支援

するため、担任等を中心として組織的な対応を図ります。また、スクー

ルカウンセラーやスクールソーシャルワーカーを活用し、支援の充実を

図ります。 
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（３）―２ 基本施策の事業一覧 

具体的な取組 所 管 課 実施状況 

【基本施策１】地域におけるネットワークの強化 

ア 自殺対策推進協議会（仮称）の開催 健康推進課 未開催 

【基本施策２】自殺対策を支える人材の育成 

ア ゲートキーパーの養成講座 健康推進課 継続 

イ こころの健康教育 健康推進課 継続 

ウ 出前講座 健康推進課 継続 

【基本施策３】住民への啓発と周知 

ア リーフレット等の啓発グッズの作成と

配布 
健康推進課 継続 

イ 自殺防止キャンペーンにおける啓発 健康推進課 継続 

ウ 市報・ホームページによる周知 健康推進課 継続 

【基本施策４】生きることの促進要因への支援 

ア 居場所づくり活動 

高齢福祉課 

障害福祉課 

子ども子育て支援課 

子ども青少年課 

文化振興課 

継続 

イ 相談事業 

健康福祉部全課 

子ども子育て支援課 

協働推進課 

教育指導課 

継続 

ウ 自殺未遂者への支援 健康推進課 継続 

エ 遺された人への支援 健康推進課 継続 

【基本施策５】児童・生徒の SOS の出し方に関する教育 

ア SOS の出し方に関する教育の実施 教育指導課 継続 

イ 学校における相談体制の充実 教育指導課 継続 
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（４） 行動マニュアルの重点施策 

平成２６年から令和元年の間の本市における自殺者の原因・動機の割合で

は、「健康問題」が４０％、「経済・生活問題」が２５％となっています。ま

た、職業別の自殺者数を見ると「無職者」が最も多くなっています。 

「武蔵村山市 自殺実態プロファイル（自殺総合対策推進センター作成）」

においても「高齢者」「生活困窮者」「無職者・失業者」に関わる自殺に対す

る取組が課題とされているため、これらを本市における重点施策に位置付け

ます。 

 

重点施策１ 高齢者を対象とした自殺対策の推進 

 

高齢者は、配偶者をはじめとした家族との死別や離別、身体疾患等をき

っかけに、孤立や介護、生活困窮等の複数の問題を抱え込みがちです。ま

た、介護にまつわる悩みや問題を抱える高齢者とその家族が公的な支援に

つながらないまま親と子どもが高齢化してしまう、いわゆる「８０５０問

題」等、高齢者本人だけでなく家族や世帯に絡んだ複合的な問題も増えつ

つあります。 

これらのことを踏まえ、高齢者本人を対象にした取組のみならず、高齢

者を支える家族や介護者等の支援者に対する支援も含めて自殺対策の啓発

を強化していきます。また、地域住民同士が支え合いながら自分らしく活

躍できるコミュニティを育成し、助け合いながら暮らすことのできる安定

的な地域共生社会の実現等の施策と連動した事業展開を図ることで、自殺

対策を推進していきます。 

 

ア 高齢者とその家族・介護者に対する相談支援 

① 地域包括支援センター事業 

地域包括支援センターが地域における総合相談窓口として、高齢者

とその家族・介護者に対して相談支援を行います。関係機関と連携す

ることにより、高齢者の社会参加の促進と福祉の増進を図ります。ま

た、家族・介護者に対して具体的な助言を行い、その心理的負担を軽

減します。 

② 生活支援体制整備事業 

高齢者世帯の社会的孤立を防ぐとともに、地域における生活支援の

担い手となることで、住民の生きがい創出にもつながる地域の支え合

い活動を推進します。地域包括支援センターに配置した生活支援コー
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ディネーターが、高齢者と地域の社会資源を結び付けます。 

  

イ 支援者の気づきを高める取組 

① 高齢者や介護者に関わる支援者向け研修の実施 

高齢者や介護者に関わる支援者のゲートキーパー養成講座受講を

推奨します。 

② 地域ケア会議の開催 

行政、医療機関、保健所、サービス提供機関等による保健・医療・

福祉のネットワークづくりを進めていきます。 

 

ウ 高齢者が生きがいと役割を実感できる地域づくり 

① 住民主体の「お互いさまサロン」の設置 

心身の活性化を目的に、住民が主体的にグループを立ち上げ、居場

所作りや簡単で効果的な介護予防を行う「お互いさまサロン」の設置

を支援します。 

② 老人クラブ活動の支援 

地域の高齢者で組織されている老人クラブの運営費の一部を助成

することにより、社会奉仕活動や健康の増進・介護予防を図る活動を

行っている老人クラブの活動を支援します。 

③ 喜び農園 

日常生活の中で園芸を行う機会のない高齢者を対象に園芸を目的

とした土地の提供を行います。 

 

エ 家族・介護者に対する支援の推進 

① 介護者の集いの場や認知症カフェの推進 

地域包括支援センターでの介護者の集いの場や地域における認知

症カフェの開催等、認知症高齢者や家族に対する支援を推進します。 

② 認知症に対する正しい知識と対応方法の普及啓発 

広く市民を対象にした講演会を開催し、認知症やその予防に関する

知識の普及啓発を進め、本人・家族に対する理解、気づき、地域の支

え合いを進めます。また、認知症サポーター養成講座を引き続き実施

し、サポーターの活動支援による地域での支え合いの体制づくりを進

めます。 

③ 介護予防普及啓発事業 

介護予防に関する知識を普及啓発するため、パンフレットの配布や

介護予防教室を実施します。 
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重点施策２ 生活困窮者を対象とした自殺対策の推進 

 

生活困窮者はその背景として、虐待、依存症、介護や失業等の多様かつ

広範な問題を抱えており、また、これらの問題を複合的に抱えている場合

もあります。様々な背景を抱える生活困窮者には、自殺リスクが高いこと

を認識し、対象者の背景を踏まえた支援を実施します。あわせて、生活困

窮者自立支援制度との連携も進めていきます。 

 

ア 生活困窮に陥った人に対する「生きることの包括的な支援」の強化 

① 生活困窮者自立相談支援事業 

生活困窮者を含めた多様な市民の福祉や生活に関する相談に積極

的かつ総合的に対応するとともに、就労支援を含む自立に向けた支援

を行います。 

② 生活困窮者就労準備支援事業 

就労意欲の喚起や一般就労に従事する準備としての日常生活習慣

の改善の計画的かつ一貫した支援を行います。 

③ 生活保護扶助事業 

生活保護法による保護の適正な実施を図り、生活保護被保護者の最

低限度の生活を保障し、合わせて自立を助長します。 

④ 住居確保給付金の支給 

離職等により住居を失った（失うおそれがある）方で、就労意欲の

ある方に３か月を限度（一定条件により延長可）として住居確保給付

金を支給します。 

 

イ 支援につながっていない人を早期に支援へとつなぐための取組の推進  

① ゲートキーパー養成講座の実施や受講の推奨（生活困窮者の支援 

に関わる関係機関等を対象） 

生活困窮者に関わる支援者向けにゲートキーパー養成講座を通じ

て、自殺リスクに気づき必要な場合には、専門機関による支援につな

ぐなど、包括的な支援に取り組みます。 

② 相談窓口や支援体制の充実、周知 

既に滞納や負債等の経済的な困窮が進んでいる場合や生活困窮を

理由に悩んでいる人、その家族など身近な人が、早期に相談できるよ

う窓口の周知を行います。 
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ウ 様々な分野の関係機関が連携する基盤の整備 

① 連絡会や他部署との連携強化 

生活に困窮した人ができるだけ早く相談につながり、包括的な支援

を受けることができるよう関係機関での連携を強化します。 

 

重点施策３ 無職者・失業者を対象とした自殺対策の推進 

 

勤労世代の無職者の自殺率は高いことが知られています。無職者・失業

者は就労や経済の問題を抱えているだけでなく、疾病や障害、人間関係の

問題等を重層的に抱えている場合があります。そのため、対象者の状況を

的確に把握し、就業や労働に関する問題、生活及び経済的な問題等の幅広

く深刻な悩みについて、迅速かつ具体的な支援につながるよう、相談・支

援体制の充実を図ります。 

 

ア 失業等に関する相談支援の充実 

① 就労支援に関する情報提供 

就労を希望する方に就労に関する情報提供及び職業紹介機関の案

内を行います。 

② 生活困窮者自立相談支援事業（再） 

生活困窮者を含めた多様な市民の福祉や生活に関する相談に積極

的かつ総合的に対応するとともに、就労支援を含む自立に向けた支援

を行います。 

 

イ 医療・保健・福祉の連携の強化 

① 障害者就労支援センター 

障害者の一般就労の機会の拡大を図るとともに、障害者が安定して

働き続けられるよう身近な地域において、就労・生活面の支援を一体

的に提供します。 

 

ウ 若者の社会的自立・職業的自立に向けた支援体制の強化 

① 若者層の無職者への支援 

ひきこもり、不登校・中途退学、未就労等の社会生活を営む上で困

難を抱える若者やその家族を専門機関等への早期の相談につなげる

ため、庁内関係課と各種専門的な支援を行う地域関係機関との連携強

化を推進します。 
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（４）―２ 重点施策の事業一覧 

【重点施策１】高齢者を対象とした自殺対策の推進 

具体的な取組 主 管 課 実施状況 

ア 高齢者とその家族・介護者に対する相談支援 

①地域包括支援センター事業 高齢福祉課 継続 

②生活支援体制整備事業 高齢福祉課 継続 

イ 支援者の気づきを高める取組 

①高齢者や介護者に関わる支援者

向け研修の実施 

健康推進課 

高齢福祉課 
継続 

②地域ケア会議の開催 高齢福祉課 継続 

ウ 高齢者が生きがいと役割を実感できる地域づくり 

①住民主体の「お互いさまサロン」

の設置 
高齢福祉課 継続 

②老人クラブ活動の支援 高齢福祉課 継続 

③喜び農園 高齢福祉課 継続 

エ 家族・介護者に対する支援の推進 

①介護者の集いの場や認知症カフ

ェの推進 
高齢福祉課 継続 

②認知症に対する正しい知識と対

応方法の普及啓発 
高齢福祉課 継続 

③介護予防普及啓発事業 高齢福祉課 継続 
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 【重点施策２】生活困窮者を対象とした自殺対策の推進 

具体的な取組 所 管 課 実施状況  

ア 生活困窮に陥った人に対する「生きることの包括的な支援」の強化 

①生活困窮者自立相談支援事業 福祉総務課 継続 

②生活困窮者就労準備支援事業 福祉総務課 継続 

③生活保護扶助事業 生活福祉課 継続 

④住居確保給付金の支給 
福祉総務課 

生活福祉課 
継続 

イ 支援につながっていない人を早期に支援へとつなぐための取組の推進 

①ゲートキーパー養成講座の実施

や受講の推奨（生活困窮者の支援

に関わる関係機関等を対象） 

健康推進課 

各所管課 
継続 

②相談窓口や支援体制の充実、周

知 

健康推進課 

各種相談所管課 
継続 

ウ 様々な分野の関係機関が連携する基盤の整備 

①連絡会や他部署との連携強化 生活福祉課 継続 

 

【重点施策３】無職者・失業者を対象とした自殺対策の推進 

具体的な取組 所 管 課 実施状況  

ア 失業等に関する相談支援の充実 

①就労支援に関する情報提供 

産業観光課 

生活福祉課 

福祉総務課 

継続 

②生活困窮者自立相談支援事業

（再） 
福祉総務課 継続 

イ 医療・保健・福祉の連携の強化 

①障害者就労支援センター 障害福祉課 継続 

ウ 若者の社会的自立・職業的自立に向けた支援体制の強化 

①若者層の無職者への支援 産業観光課 継続 
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（５） 活動指標における取組指標 

だれも自殺に追い込まれることのない社会の実現を成果として捉え、成果

を測るための指標として「本市における平成２７年度と比較した場合の自殺

者数の減少割合」を設定します。また、目標達成に向けた活動指標は、以下の

８つを設定します。 

 

【活動指標】 

①基本施策 

施策 取 組 指 標 令和元年度現状値 令和８年度目標 所 管 課 

１ 
自殺対策推進協議会（仮称）

の開催 
未開催 年２回 健康推進課 

２ ゲートキーパーの養成者数 延べ２６６人 延べ５１１人 健康推進課 

３ 強化月間に合わせた展示 １か所 ３か所 健康推進課 

４ 

相談先一覧の配布協力機関 新規 ３か所 健康推進課 

自死遺族向けリーフレット

の配布窓口 
１か所 ３か所 健康推進課 

５ 

SOS の出し方に関する教育

実施校 

市立小中学校 

全校 

市立小中学校 

全校 
教育指導課 

市立小・中学校に対して相

談先に関するリーフレット

を配布 

０％ １００％ 
健康推進課 

教育指導課 

 

②重点施策 

施 策 取 組 指 標 令和元年度現状値 令和８年度目標 

１ 
高齢者を対象とし

た自殺対策の推進 

７０歳以上の自殺死亡率 

（人口１０万人当たりの自殺

者数） 

２１．４％ 減らす 

２ 

生活困窮者を対象

とした自殺対策の

推進 

経済・生活問題を原因・動

機とする自殺死亡率の割

合（人口１０万人当たり

の自殺者数） 

２．８％ 減らす 

３  

無職者・失業者を

対象とした自殺対

策の推進 

※検証資料は厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」とする。 
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（６）生きる支援関連施策 

 

１ 包括的な生きる支援の情報（相談先一覧等）を幅広く届けていく。（１０施策） 

No 事務事業名  事 業 概 要 「生きる支援」実施内容 所管課 

１ 

市政情報

コーナー

運営事業 

市政に関する情報等を幅広く提供

し、市民サービスの向上と市民参加・

協働の市政の推進を図る。 

市政情報コーナーに生

きる支援に関する様々

な相談先の掲載された

リーフレットを配架す

る。 

秘書広

報課 

健康推

進課 

２ 

子育て世

代包括支

援センタ

ー「ハグ

はぐ・む

らやま」

運営事業 

妊娠期から子育て期にわたり、切れ

目のない支援を実施し、出産・子育て

に関する不安の軽減、妊産婦等の心

身の健康の保持増進のため、各種事

業を実施。子育て世代が安心して相

談できる窓口であることを周知し、

ストレスや悩みの軽減・解消を図る。 

母子健康手帳交付時や

窓口で、生きる支援に関

する様々な相談先の掲

載されたリーフレット

を配布する。 

子ども

子育て

支援課 

３ 

ひとり親

家庭ホー

ムヘルパ

ー派遣家

事育児サ

ポーター

事業 

義務教育終了前の児童を扶養してい

るひとり親家庭の方が、就業、傷病等

の理由により、一時的に生活支援や

子育て支援が必要な時に家事育児サ

ポーターを派遣する。 

家事育児サポーター委

託業者に、生きる支援に

関する相談先の掲載さ

れたリーフレット等の

資料を提供し、担当サポ

ーターが必要と思われ

る対象者に配布を行う。 

４ 

子育てひ

ろば事業 

乳幼児及びその保護者が交流できる

場所を設置し、子育てに関する相談

や情報提供、助言を行うことで、保護

者の育児不安や孤立感の解消を図

る。 

子育て相談を受ける中

で、相談内容に応じて庁

内及び他機関への案内

を行う。また、必要に応

じて生きる支援に関す

る相談先が掲載された

リーフレットを配布す

る。 
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No 事務事業名  事 業 概 要 「生きる支援」実施内容 所管課 

５ 

両（母）親

学級事業 

妊娠中の不安を軽減し、安心して出

産できるよう、妊婦とその配偶者・パ

ートナーを対象とした参加型の教室

を開催する。 

産後うつや育児うつに

関する意識啓発を行い、

子育てにより心身の負

担軽減に努めるととも

に、相談方法や相談相手

等を周知する。 

子ども

子育て

支援課 

６ 

児童館運

営 

小学生の居場所づくりとともに、児

童館親子ひろば事業等を開催する。 

生きる支援に関する

様々な相談先の掲載さ

れたリーフレットを配

架する。 

子ども

青少年

課 

７ 

福祉会館 ６０歳以上の市民に対して健康の増

進、教養の向上およびレクリエーシ

ョンのための便宜を総合的に供与す

る。 

生きる支援に関する

様々な相談先の掲載さ

れたリーフレットを配

架する。 

福祉総

務課 

８ 

図書館管

理運営 

図書資料の貸出・返却、資料の館内閲

覧やインターネットでの情報提供を

行う。 

自殺対策強化月間に合

わせてテーマ本展示や

生きる支援に関する

様々な相談先の掲載さ

れたリーフレットを配

架する。 

図書館 

９ 

自殺対策

事業 

相談先情報を掲載したリーフレット

を作成し配布する。 

自殺対策の普及啓発を

図る。 

健康推

進課 

１０ 

広報活動 市の情報を広報やホームページに掲

載し周知を図る。 

自殺対策強化月間等に

広報、公式ホームページ

等に自殺予防の啓発に

関する情報を掲載する。 

秘書広

報課 

健康推

進課 

２ 気づきのための人材育成（ゲートキーパー研修）を様々な分野で推奨する。（１０施策） 

No 事務事業名  事 業 概 要 「生きる支援」実施内容 所管課 

１ 

健康教育

事業 

生活習慣病の予防、健康増進に関す

る正しい知識の普及を図ることによ

り健康の保持増進に資することを目

的とする。 

ゲートキーパー養成講

座、市民向けのいのちと

こころの講演会を開催

する。 

健康推

進課 
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No 事務事業名  事 業 概 要 「生きる支援」実施内容 所管課 

２ 

職員研修 職層ごとに必要な知識を習得するた

め、自己啓発、庁内研修、派遣研修等

計画的な研修を実施し、効果的な人

材育成を図る。 

全職員に対してゲート

キーパー研修の案内と

受講の推奨を行う。 

健康推

進課 

職員課 

３ 

市税等収

納事務 

主要財源である市税や国民健康保険

料等の収入を確保するため、未納者

に対し文書・電話・訪問による督促・

催告や財産調査、差押、徴収緩和等の

滞納整理を実施するとともに、市税

の還付等の収納管理事務を行う。 

徴収員に対し、ゲートキ

ーパー研修の案内と受

講の推奨を行う。 

健康推

進課 

収納課 

４ 

健康保険

事務 

国民健康保険被保険者及び後期高齢

者医療被保険者へ制度等について広

報紙等により広く周知するほか、国

民健康保険特定健康診査及び後期高

齢者医療健康診査結果データ等の分

析に基づき、本市の地域特性や被保

険者の健康課題を把握し、効果的か

つ効率的な保健事業を実施し、生活

習慣病等の早期発見や重症化の予防

に努めるとともに、医療費の適正化

を図る。 

窓口職員に対し、ゲート

キーパー研修の案内と

受講の推奨を行う。 

健康推

進課 

保険年

金課 

５ 

市民なや

みごと相

談 

市民の生活全般と生活援護等の相談

事業を行う。 

心身の安全の確保、精神

の安定に努め、自殺リス

クの低下につなげる。ま

た、相談員に対し、ゲー

トキーパー研修の案内

と受講の推奨を行う。 

健康推

進課 

福祉総

務課 

６ 

母子・父

子・女性

相談 

母子・父子・女性に関する生活全般と

生活援護等の相談事業を行う。 

心身の安全の確保、精神

の安定に努め、自殺リス

クの低下につなげる。相

談員に対し、ゲートキー

パー研修の案内と受講

の推奨を行う。 

健康推

進課 

福祉総

務課 
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No 事務事業名  事 業 概 要 「生きる支援」実施内容 所管課 

７ 

民 生 委

員・児童

委員等事

業 

民生委員・児童委員、主任児童委員の

地域におけるつなぎ役等の活動支援

を行う。 

地域において相談を受け

た内容に応じて、担当課

や関係機関へつなげる。                                  

自治会の役員に対し、ゲ

ートキーパー研修の案内

と受講の推奨を行う。 

健康推

進課 

福祉総

務課 

 

８ 

一般介護

予防事業 

介護予防活動の普及啓発、住民主体

の介護予防活動の育成・支援等を行

う。 

指導員となる市民に対

し、ゲートキーパー研修

の案内と受講の推奨を

行う。 

健康推

進課 

高齢福

祉課 

９ 

戸籍関係

事務 

届出に基づく戸籍の登録及び申請証

明書の発行を行う。 

窓口業務を行いながら、

来庁者の状況に応じて

必要な部署につなぐ。ま

た、窓口職員に対し、ゲ

ートキーパー研修の案

内と受講の推奨を行う。 

健康推

進課 

市民課 

１０ 

教育事業

事務（ス

クールソ

ーシャル

ワ ー カ

ー） 

教育分野における知識に加え、社会

福祉士等の専門家であるスクールソ

ーシャルワーカーを配置し、学校だ

けでは対応しきれない指導上の課題

の組織的な解決を図る。 

スクールソーシャルワ

ーカーに対し、ゲートキ

ーパー研修の案内と受

講の推奨を行う。 

健康推

進課 

教育指

導課 

３ 生きることの包括的な支援を実施・継続する（３４施策） 

No 事務事業名  事 業 概 要 「生きる支援」実施内容 所管課 

１ 

市民相談

事業 

問題や悩みを抱えている市民を対象

とした、弁護士、司法書士、人権擁護

委員等による相談事業を行う。 

市民の悩み解決に向け、

弁護士等の専門的知識

を有する方との相談環

境を提供していく。 

秘書広

報課 
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No 事務事業名  事 業 概 要 「生きる支援」実施内容 所管課 

２ 

各種相談

事業 

こころの保健室、女性弁護士による

法律相談、消費生活相談を行う。 

市民の悩み解決に向け、

弁護士等の専門知識を

有する方との相談環境

を提供していく。 

協働推

進課 

３ 

学童クラ

ブ管理運

営事業 

共働き家庭等の小学１年生から６年

生の児童を対象に、放課後に子ども

を預かる。 

児童や保護者の様子に

応じて、担当課や専門機

関につなぐ。また、業務

に当たる職員にゲート

キーパー研修の案内と

受講の推奨を行う。 

子ども

青少年

課 

  

４ 

一時預か

り保育事

業 

就労・疾病等で乳幼児の保育ができ

ない保護者に代わり、一時的に保育

所等で子どもを預かり、児童の健全

育成を図る。 

子どもや保護者の様子

に応じて、担当課や専門

機関につなぐ。 

５ 

各種健康

診査事業 

特定健診等健康診査及び眼科・歯周

病等検診を実施。 

心身の健康状態を把握

し、健康状態の維持・改

善を促し、自殺リスクの

低下につなげる。 

健康推

進課 

６ 

がん検診

事業 

大腸がん、子宮頸がん、乳がん、胃が

ん、肺がん、前立腺がんの各種検診を

実施する。 

心身の健康状態を把握

し、健康状態の維持・改

善を促し、自殺リスクの

低下につなげる。 

７ 

各種健康

相談事業 

健康上の悩み等の相談支援を行う。 相談内容に応じて、担当

課や関係機関等との連

携により、自殺リスクの

低下につなげる。 

８ 

子育て世

代包括支

援センタ

ー「ハグ

はぐ・む

らやま」

運営事業 

妊娠期から子育て期にわたり、切れ

目のない支援を実施し、出産・子育て

に関する不安の軽減、妊産婦等の心

身の健康の保持増進のため、各種事

業を実施。子育て世代が安心して相

談できる窓口であることを周知し、

ストレスや悩みの軽減・解消を図る。 

保護者のストレスや悩

みを把握するとともに、

負担軽減、生活の安定に

向けて、必要に応じて、

担当課や関係機関へつ

なぐ。 

子ども

子育て

支援課 
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No 事務事業名  事 業 概 要 「生きる支援」実施内容 所管課 

９ 

乳幼児健

康診査事

業 

乳幼児を対象に、疾病の早期発見・早

期治療・療育に結びつけるとともに、

保健・栄養相談等を行う健康相談を

実施する（乳児健診、１歳６か月健

診、３歳児健診、発達健診等）。 

保護者のストレスや悩

みを把握するとともに、

負担軽減、生活の安定に

向けて、必要に応じて、

担当課や関係機関へつ

なぐ。 

子ども

子育て

支援課 

 

１０  

乳児家庭

全戸訪問

事業 

生後４か月までの乳児のいる全ての

家庭を保健師・助産師・看護師が訪問

し、乳児及び母体の健康状態を確認

し、必要なケアや支援につなぐ。 

保護者のストレスや悩

みを把握するとともに、

負担軽減、生活の安定に

向けて、必要に応じて、

担当課や関係機関へつ

なぐ。 

１１  

親子グル

ープ 

親同士で育ち合う力をサポートする

グループ支援を行う。 

保護者のストレスや悩

みを把握するとともに、

負担軽減、生活の安定に

向けて、必要に応じて、

担当課や関係機関へつ

なぐ。 

１２  

ハイリス

クな妊産

婦等への

支援 

若年等の支援を要するハイリスクな

妊産婦に対し、グループ活動を通じ

て、母親の育児の孤立感の軽減を図

るよう、保健師、心理相談員、保育士

等が支援を行う。 

保護者のストレスや悩

みを把握するとともに、

負担軽減、生活の安定に

向けて、必要に応じて、

担当課や関係機関へつ

なぐ。 

１３  

産後ケア

事業 

出産後１年以内の母子に対して産後

も安心して子育てができるように、

心身のケアや育児のサポート等、き

め細かい支援を行う。 

保護者のストレスや悩

みを把握するとともに、

負担軽減、生活の安定に

向けて、必要に応じて、

担当課や関係機関へつ

なぐ。 
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No 事務事業名  事 業 概 要 「生きる支援」実施内容 所管課 

１４  

多胎児支

援事業 

多胎児を養育する家庭が抱える身体

的・精神的負担や、外出の不自由等の

多胎児家庭特有の困難に対して、移

動に要した経費の一部助成や、家事

育児サポーターを家庭に派遣し家

事・育児支援を行う。 

子どもや保護者の様子、

相談内容に応じて、担当

課や専門機関につなぐ。 

子ども

子育て

支援課 

１５  

子どもシ

ョートス

テイ事業 

２歳から１２歳（小学生）までを対象

に、保護者の事故や入院、その他の緊

急な事情により、児童をその家庭に

おいて養育することが困難な場合、

保護者に代わって一時的に児童を預

かる。 

子どもや保護者の様子、

相談内容に応じて、担当

課や専門機関につなぐ。 

１６  

子ども家

庭支援セ

ンター相

談及び啓

発等事業 

１８歳未満の子どもや子育て家庭の

あらゆる相談に応じるほか、在宅サ

ービス等の情報提供や調整、子育て

事業等の実施を通し、関係機関と連

携しながら子供と家庭に関する総合

的な支援を行う。 

子どもや保護者の様子、

相談内容に応じて、担当

課や専門機関につなぐ。 

１７  

ファミリ

ーサポー

トセンタ

ー事業 

育児の援助をしたい方と育児の援助

をしてほしい方が会員となり、子ど

もの一時預かりや学校の送迎等を行

う、地域における育児の相互援助を

実施する。 

子どもや保護者の様子

や変化に応じて、担当課

や専門機関につなぐよ

う促す。 

１８  

女性・母

子及び父

子福祉資

金貸付事

業 

ひとり親世帯及び寡婦の経済的自立

の助成と生活意欲の助長を助けるた

め福祉資金の貸付を行う。 

利用者及び相談者の様

子や相談内容に応じて、

担当課や専門機関につ

なぐとともに、経済的な

安定を図ることで、自殺

リスクの低下につなげ

る。 
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No 事務事業名  事 業 概 要 「生きる支援」実施内容 所管課 

１９  

ひとり親

家庭家事

育児サポ

ーター事

業 

義務教育終了前の児童を扶養してい

るひとり親家庭の方が、就業、傷病等

の理由により、一時的に生活支援や

子育て支援が必要な時に家事育児サ

ポーターを派遣する。 

利用者及び相談者の様

子や相談内容に応じて、

担当課や専門機関につ

なぐ。 

子ども

子育て

支援課 

２０  

障 害 者

（児）に

関する各

種事業 

相談事業、医療証交付事務、手帳交付

事務、自立支援給付事務及び各種手

当支給事務等の実施、各種福祉サー

ビスの実施を行う。 

利用者及び相談者の様

子や相談内容に応じて、

担当課や専門機関につ

なぐ。 

障害福

祉課 

２１  

障害者相

談事業 

障害者の自立及び社会参加の促進を

図ることを目的に、障害者を対象と

した保健師による一般相談を行う。 

 

利用者及び相談者の様

子や相談内容に応じて、

担当課や専門機関につ

なぐ。 

２２  

障害者虐

待防止事

業 

障害者虐待等について相談、通報の

あった障害者（児）、養護者及び障害

福祉サービス事業所等を対象に、適

切な防止策及び支援を図る。 

障害者及び虐待者の精

神的安定の確保、精神負

担の軽減に努め、自殺リ

スクの低下を図る。 

２３  

生活支援

ショート

ステイ 

基本的生活習慣が一時的に欠如した

高齢者又は虐待を受けている高齢者

に対して入所施設のベッドを確保

し、要介護状態又は要支援状態への

進行を予防するほか、高齢者の権利

利益を擁護する。 

利用者や家族の様子、相

談内容に応じて、担当課

や専門機関につなぐ。 

 

 

高齢福

祉課 

 

２４  

生活支援

ヘルパー 

疾病等により、一時的に日常生活を

営むのに支障がある高齢者に対し

て、ヘルパーを派遣する。 

利用者の様子から必要

に応じて担当課や専門

機関につなげる。 

２５  

食事サー

ビス 

日常の買い物、炊事等が困難な一人

暮らしの高齢者又は高齢者のみで構

成されている世帯を対象に、昼食の

配食サービスを実施する。 

利用者の様子から必要

に応じて担当課や専門

機関につなげる。 
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No 事務事業名  事 業 概 要 「生きる支援」実施内容 所管課 

２６  

友愛訪問 一人暮らしの高齢者又は高齢者のみ

で構成されている世帯の高齢者を対

象に、友愛訪問員が主に高齢者の孤

独感の解消を図るため家庭を訪問す

る。 

利用者の様子から必要

に応じて担当課や専門

機関につなげる。 

高齢福

祉課 

２７  

高齢者向

け各種事

業 

６５歳以上の方の養護老人ホーム入

所措置、日常生活用具給付等各種事

業を実施する。適切な制度の利用を

促すことで、高齢者の生活支援や家

族介護者の負担軽減等を目指す。 

利用者の様子から必要

に応じて担当課や専門

機関につなげる。 

２８  

高齢者見

守り相談

室事業 

都営村山団地に居住する一人暮らし

等の高齢者の生活を把握し、必要に

応じて地域からの孤立を防止し、緊

急時の対応、相談に応じた支援等を

行う。 

利用者の様子から必要

に応じて担当課や専門

機関につなげる。 

２９  

介護支援

ボランテ

ィア事業 

高齢者がボランティア活動を通じて

社会参加、地域貢献を行うとともに、

自身の介護予防を図る。 

利用者の様子から必要

に応じて担当課や専門

機関につなげる。 

３０  

介護者交

流会 

地域包括支援センターにおいて、介

護者同士が介護にまつわる悩みや問

題について自由に話し相談できる介

護者交流会を実施する。 

心身の健康状態を把握

し、健康状態の維持・改

善を促し、自殺リスクの

低下につなげる。また、

必要に応じて担当課や

専門機関につなぐ。 

３１  

生活保護

法に基づ

く扶助事

業等 

生活保護法に基づく生活扶助等の支

給事業。受給者の生活状況を把握し、

必要に応じて担当課や専門機関につ

なぐ。 

費用貸付時の面談や相

談員による面談の際に、

生活状況を把握し、必要

に応じて担当課や専門

機関につなぐ。 

生活福

祉課 

３２  

生活困窮

者自立支

援事業 

生活困窮者の自立の促進を図ること

を目的に、相談支援を実施する。 

相談者の様子に応じて、

担当課や専門機関につ

なぐ。 

福祉総

務課 
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No 事務事業名  事 業 概 要 「生きる支援」実施内容 所管課 

３３  

住居確保

給付金の

支給 

離職等により住居を失った（失うお

それがある）方で、就労意欲のある方

に３か月を限度（一定条件により延

長可）として住居確保給付金を支給

する。 

費用貸付時の面談や相

談員による面談の際に、

対象者の生活状況を把

握し、必要に応じて担当

課や専門機関につなぐ。 

福祉総

務課       

生活福

祉課 

３４  

労働相談

等事業 

労働相談、ハローワーク等と共催の

労働講座、就職面接会等を実施する。 

相談を受ける中で、必要

に応じて担当課や関係

機関につなぐ。様子が気

になる方には啓発用リ

ーフレット等を手渡し、

相談窓口を伝える。 

産業観

光課 

福祉総

務課 

生活福

祉課 

４．さまざまな機会を利用して自殺対策への理解を深める。(６施策) 

No 事務事業名  事 業 概 要 「生きる支援」実施内容 所管課 

１ 

市民向け

講演会の

実施 

市民、教育関係者に対して、こころの

健康や自殺対策及び身近にいる者の

こころの異変に気付くことの重要性

について普及啓発を図る。 

自殺対策の普及啓発を

図る。 

健康推

進課 

２ 

在 宅 医

療・介護

連携推進

事業 

地域包括ケアシステム構築のため、

医療・介護関係者の連携を推進する。 

会議等の場で自殺対策

と地域づくりとの関連

性について言及し、関係

者の理解促進と意識の

醸成を図ることで、自殺

対策の連携強化につな

げる。 

高齢福

祉課 

３ 

介護サー

ビス連絡

会 

介護保険サービスの質の向上や情報

交換を図るため、介護サービス事業

所に対し研修や連絡会等を開催す

る。 

４ 

SOS の出

し方に関

する教育 

管内の全公立小中学校で年１回長期

休暇前にＳＯＳの出し方に関する教

育を実施する。 

周囲に SOS を出せるよ

う、相談先について周知

し児童生徒の自殺の抑

制を図る。 

教育指

導課 
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４ 自殺対策の推進体制等 

（１） 推進体制 

行動マニュアルを推進するに当たっては、本市が主体となり市民・事業者・

市の連携・協働が不可欠です。 

そこで、「市民活動団体と協働に関する指針」に基づき、地域においてそ

れぞれが積極的に役割を果たし、地域社会全体が共に連携・協働の視点で取

組を行っていくことが求められます。 

 

（２） 行動マニュアルの進行管理 

行動マニュアルを実効性あるものとして推進するため、所管課による施策・

事業の自己評価の後、健康推進課が主体となり、自殺対策推進協議会にて点

検及び評価を行います。 

また、新たな問題・課題への対応を図るため、必要に応じて施策・事業の

見直しを行います。 

  

 

No 事務事業名  事 業 概 要 「生きる支援」実施内容 所管課 

５ 

学校にお

ける教育

相談体制

の充実 

いじめ等の様々な悩みや問題を抱え

た児童・生徒への相談体制を整備す

る。 

校内教職員、スクールカ

ウンセラー、教育相談室

等の関係機関と連携し、

支援の充実を図る。 

教育指

導課 

６ 

男女平等

参画と人

権の意識

づくり 

市民の男女平等と人権尊重の意識啓

発を促すための講座や企画を関係機

関や市民団体と連携しながら実施し

ていく。 

人権尊重の意識啓発を

促す講座の中に自殺問

題やその対策の視点を

加えることで自殺対策

の推進を図る。 

秘書広

報課 

協働推

進課 

 


